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海外需要が好調を維持するかたわら、国内需要の回復は遅れ、厳しい雇用・所得

環境となっている。2011 年 1 月の有効求人倍率は 0.61 倍と 39 カ月連続で 1 倍を下

回り、また、新規学卒者の就職内定率が 12 月時点で 68.8％（大卒）と過去 低に落

ち込むなど、厳しい雇用環境が続いている。一方で、地域間や業界間、正社員・非正

社員間などの雇用動向には格差がみられる。 
そこで帝国データバンクでは、2011 年度の雇用動向に関する企業の意識について

調査を実施した。調査期間は 2011 年 2 月 16 日～28 日。調査対象は全国 2 万 3,263
社で、有効回答企業数は1万990社（回答率47.2％）。なお、雇用動向に関する調査

は2005年2月以降、毎年実施し今回で7回目。 
調査結果のポイント 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2011 年度の正社員「採用増加」は 19.5％、2 年連続増加も「予定なし」4 割超 

2011 年度（2011 年 4 月～2012 年 3 月入社）の正社員（新卒・中途入社）の採用

状況について尋ねたところ、「増加する（見込み含む）」と回答した企業は 1 万 990
社中 2,142 社、構成比 19.5％で全体の約 2 割となった。2010 年度見込み（2010 年

2月調査）の14.3％と比べると5.2ポイント増加し、2年連続で改善した。 
業界別では、『農・林・水産』（同 26.8％、11 社）や『サービス』（同 21.6％、335

社）などの内需関連業界とともに、外需を中心に景況感が復調している『製造』（同 
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正社員採用、2年連続で増加を見込む企業が拡大するも、4割超が予定なし 

～業容拡大や団塊退職などを背景に、正社員比率の「上昇」が「低下」を上回る ～ 

● 2011年度の正社員「採用増加」は2年連続増加も、「予定なし」は4割超 

正社員の採用増加見込みは 19.5％で 2010 年度見込み（14.3％）を 5.2 ポイ

ント上回り2年連続で改善する見込み。ただ、「予定なし」も4割超に。 

● 非正社員採用、「採用予定なし」が3年連続で5割を超える 

非正社員の採用増加見込みは 8.8％。一方、「採用予定はない」は 50.8％と

なり3年連続で5割を超え、厳しい状況が続く。 
● 正社員比率、企業の13.7％が上昇見込み。要因は「業容拡大」が最多 

正社員比率は企業の 13.7％が上昇を見込む。要因は「業容拡大」が 53.6％
で 多。「業績低迷による非正社員の削減」は大幅に減少。 

● 既卒者の新卒扱い採用、企業の8.6％がすでに決定または検討中 

企業の 1 割弱が新卒扱いでの採用を検討。扱いの差が日本の社会・経済の

発展の妨げとなるなか、既卒と新卒の格差を緩和する仕組みが望まれる。 

● 雇用環境の改善時期、「長期的に改善見込みなし」が最多 

長期的に雇用環境は改善しないとみている企業が 31.1％で 多。2012 年度

以降を見込む企業が35.5％。厳しい状況は続くが 悪期は脱しつつある。 

正社員採用について 

19.5％
（2,142社）

14.3％
（1,519社）

11.2％
（1,191社）

21.3％
（2,174社）

25.6％（2,519社）

27.0％（2,636社）

22.0％
（2,423社）

18.0％
（1,917社）

20.9％
（2,224社）

31.6％（3,217社）

33.7％（3,316社）

32.6％（3,178社）

7.9％
（867社）

11.1％
（1,176社）

13.5％
（1,444社）

9.3％
（949社）

8.2％
（804社）

6.1％
（595社）

40.8％（4,483社）

47.5％（5,050社）

45.9％（4,893社）

30.4％（3,096社）

25.2％（2,478社）

25.5％（2,492社）
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2008年度
（2008年3月調査）

注1：有効回答社数は、2006年2月調査が9,762社、2007年2月調査が9,849社、2008年3月調査が1万189社、2009年2月調査が

　　　1万658社、2010年2月調査が1万624社、2011年2月調査が1万990社

注2：※1は同861社（8.8％）、※2は同732社（7.4％）、※3は同753社（7.4％）、※4は同906社（8.5％）、※5は同962社（9.1％）、

　　　※6は同1,075社（9.8％）
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変わらない
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採用予定はない
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（2010年2月調査）

※6
2011年度

（2011年2月調査）
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21.3％、661 社）が全体を上回り正社員の採用意欲が高い（5 ページ参考表①参照）。 
また、地域別では『北陸』（同 22.5％、120 社）や『東北』（同 20.8％、137 社）、

『近畿』（同20.8％、377社）、『東海』（同20.2％、237社）、『北関東』（同20.0％、

137 社）で採用増の割合が 2 割以上となった。ただ、10 地域中で も低い『北海

道』は同 16.4％（97 社）で 高の『北陸』との地域間格差が 6.1 ポイントとなり、

前年度調査の 3.0 ポイントから拡大した（前年度の 高『北陸』（15.9％）、 低

『北海道』（12.9％））。 
一方、「採用予定なし」は同 40.8％（4,483 社）と 4 割を超え、企業の採用意欲の

厳しさは続いている。過去 5 回の調査を通してみると、雇用環境の改善が続いてい

た 2006 年度が 25.5％、2007 年度が 25.2％であった。サブプライム問題が拡大して

いた 2008 年度は 30.4％に上昇した。世界同時不況の影響を受けた 2009 年度は

45.9％、さらに 2010 年度は 47.5％と悪化傾向が深刻化した。しかし、2011 年度は

採用予定のない企業が前年度から6.7ポイント減少する結果となった。 
また、業界別では、『不動産』（同 54.2％、154 社）が 5 年連続で 10 業界中 も高

く（『その他』を除く）、3 年連続で 5 割を超えるなど、正社員採用の厳しさが際立っ

ている（5ページ参考表②参照）。 
正社員雇用は悪いながらも増加傾向を示しており、特に、長期的な観点からの採

用や中小企業にとって優秀な人材確保のチャンスと捉えている企業は多い。一方で、

厳しい業績が続くなかで新たな採用を躊躇する企業も依然として多く、両者のトレー 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ドオフ関係に悩む企業の姿が現れた。 
 

非正社員採用、「採用予定なし」が 3 年連続で 5 割を超える 

2011 年度の非正社員（派遣社員、パート・アルバイトなど）の採用状況について

尋ねたところ、「増加する（見込み含む）」と回答した企業は 1 万 990 社中 962 社、

構成比 8.8％となった。一方、「採用予定はない」は同 50.8％（5,579 社）と 3 年連

続で5割を超えており、非正社員の採用状況は依然として厳しい。 
非正社員から正社員への切り替えをする企業が増えているなかで、半数以上の企

業が非正社員の採用を見送るという状況が続いている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

非正社員採用について 

8.8％
（962社）

6.2％
（657社）

3.9％
（412社）

9.9％
（1,012社）

13.6％
（1,341社）

14.2％
（1,391社）

19.7％
（2,169社）

15.2％
（1,613社）

14.8％
（1,580社）

31.0％（3,154社）

36.9％（3,638社）

36.3％（3,539社）

7.1％
（778社）

8.4％
（896社）

11.8％
（1,255社）

8.6％
（876社）

7.0％
（691社）

5.7％
（558社）

50.8％（5,579社）

57.0％（6,056社）

58.6％（6,245社）

39.0％（3,974社）

31.6％（3,110社）

30.7％（2,997社）

13.7％
（1,502社）

13.2％
（1,402社）

10.9％
（1,166社）

11.5％
（1,173社）

10.9％
（1,069社）

13.1％
（1,277社）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2008年度
（2008年3月調査）

注：有効回答社数は、2006年2月調査が9,762社、2007年2月調査が9,849社、2008年3月調査が1万189社、

　　2009年2月調査が1万658社、2010年2月調査が1万624社、2011年2月調査が1万990社

2007年度
（2007年2月調査）

2009年度
（2009年2月調査）

増加する
（見込み含む）

変わらない
（見込み含む）

減少する
（見込み含む）

分からない採用予定はない

2006年度
（2006年2月調査）

2010年度
（2010年2月調査）

2011年度
（2011年2月調査）

・ ピーク時の業務に対応するため非正社員で調整する（医薬品卸売、高知県）

・ 継続的な生産増は考えにくく、リスクを考えると非正社員の採用になる（精密機械器具製造、福島県）

・ 嘱託として再雇用せざるを得ない定年退職者が大量に出始める（放送、福島県）

・ 正社員雇用では顧客からの仕事が切れた場合、自社の体力では雇い続ける自信がない（ソフト受託開
発、東京都）

・ 外注してきた仕事を内製化する計画に沿って増員をはかる（化学製品卸売、大阪府）

・ 機械化で作業効率が上がり、非正社員を減らしている（飲食料品卸売、北海道）

・ 毎年の最低賃金の見直しに耐えられなくなってきている（スーパー、北海道）

企業の意見

・ 技術の継承と長期的視野に立った人員構成の構築（ソフト受託開発、東京都）

・ 規模の拡大にともない、2010年度より若干多い採用を計画している（各種物品賃貸、千葉県）

・ 工場稼働率がアップしているため正社員採用を増やす（医薬品製剤製造、富山県）

・ 今こそ基盤を固め、受注に対して体制をつくる時期であると考えている（金物卸売、東京都）

・ 人材育成が今後の業績を左右すると考える（ガソリンスタンド、新潟県）

・ 2010年度の採用が少なかった反動で、2011年度の採用が増加する見込み（試薬製造、大阪府）

・ 大企業が採用を控えた今は良い人材採用のチャンス（鉄鋼・非鉄・鉱業、山口県）

・ 団塊世代の退職にともなう補充策のため（建設、宮城県）

・ 今後、大手企業が採用時期を全体的に遅らせると、中小企業にとって採用が難しくなるため（建設、神奈
川県）

・ ハローワークの既卒3年以内のトライアル雇用で採用しており、トライアル期間終了後は順次正社員と
なっている。その分、非正社員の採用は控えている（国内電気通信、東京都）

・ 価格競争でなかなか利益が上がらず、固定費の引き上げには踏み切れない（鉄鋼切断・溶断、愛知県）

・ 仕事量が減少傾向にあり、先が見えてこない状況では積極的な採用は考えにくい（建設、新潟県）

・ 中小企業の立場では「期待できる新卒社員採用の絶好のチャンス」「不透明な時代背景から社員数を絞
りたい」という二律背反を背景に状況をみているのが実態（配線器具等製造、東京都）

企業の意見
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正社員比率、「上昇する」企業は 13.7％ 

2011 年度の正社員比率について尋ねたところ、2010 年度と比べて「上昇する（見

込み含む）」と回答した企業は 1 万 990 社中 1,504 社、構成比 13.7％で、「低下する

（見込み含む）」（同10.8％、1,182社）を上回った。 
「上昇する（見込み含む）」と回答した割合を規模別にみると、『大企業』（同

14.3％、373 社）が『中小企業』（同 13.5％、1,131 社）よりも高く、業界別では

『サービス』（同 17.5％、271
社）や『農・林・水産』（同

17.1％、7 社）が高かった（6
ページ参考表③参照）。「低下す

る（見込み含む）」では『農・

林・水産』（同 19.5％、8 社）

や『小売』（同 15.8％、75
社）が高かったものの、10 業

界中 6 業界で「上昇」が「低

下」を上回った。 
 

正社員比率の上昇要因、「業容拡大への対応」が 53.6％で最多、 

「業績低迷による非正社員の削減」は 8.0％へ 13.5 ポイント減 
2011 年度の正社員比率が「上昇する（見込み含む）」と回答した企業に対してその

大きな要因を尋ねたところ、「業容拡大への対応」が1,504中806社、構成比53.6％
（複数回答、以下同）で 多となり、2010 年度見込み（42.0％）から 11.6 ポイント

の大幅増加となった。また、「団塊世代の大量退職による補充、技術継承などを目的

とした正社員雇用の増加」（同 24.8％、373 社）が続き、前年度見込み（18.4％）か

ら6.4 ポイント増加した。一方で、前年度の見込みで2 位（21.5％）に挙げられてい

た「業績低迷による非正社員の削減」は同8.0％（120社）と 13.5 ポイントの大幅

減少となった。 
雇用環境が依然として厳しい状況にあるなかでも、業容拡大や団塊世代の退職へ

の対応のほか、業績低迷による“非正社員の削減”が一応の落ち着きを取り戻したこ

とを背景として、正社員比率は上昇へと転じたことがうかがえる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

既卒者の新卒扱い採用、企業の 8.6％がすでに決定または検討中 

既卒者の就職が非常に困難となっているなか、学校を卒業後 3 年間は既卒者を新卒

者扱いで採用する予定があるか尋ねたところ、「卒業後 3 年以内の既卒者を新卒扱い

で採用することを決定した」と回答した企業は 1 万 990 社中 263 社、構成比 2.4％
となった。また、「卒業後 3 年以内の既卒者を新卒扱いで採用することを検討してい

る」は同 6.3％（687 社）となり、合わせて 1 割弱の企業が少なくとも既卒者を新卒

2011年度の正社員比率 

上昇する（見込み含む）
（13.7％、1,504社）

変わらない（見込み含む）
（65.4％、7,190社）

注1：※は「分からない」（10.1％、1,114社）
注2：母数は有効回答企業1万990社

※

低下する（見込み含む）
（10.8％、1,182社）

正社員比率が上昇する大きな要因（複数回答） 

0 10 20 30 40 50 60

業容拡大への対応

団塊退職による補充

新規事業への参入

内製化の推進

業績低迷による

　　　　非正社員の削減

注1：2010年度見込みは2010年2月調査、2011年度見込みは2011年2月調査

注2：母数は正社員比率が「上昇する（見込み含む）」と回答した企業。

　　　2010年度見込みは1,244社、2011年度見込みは1,504社

18.4％（229社）

17.1％（213社）

16.8％（209社）

（％）

効率化による

　　　　非正社員の削減

9.0％（112社）

21.5％（268社）

42.0％（522社）

4.1％（51社）改正パートタイム
　　労働法への対応

53.6％（806社）

24.8％（373社）

18.2％（273社）

8.0％（120社）

8.0％（120社）

17.0％（255社）

3.8％（57社）

2010年度見込み

2011年度見込み

・ 業務対象を限定して契約社員を採用していたが、その仕事が恒常的に発生し、契約社員のままでおく合
理的な理由がないため、非正社員の正社員化を進めている（ソフト受託開発、東京都）

・ 業務内容の高度化に対して新卒者のノウハウ（柔らかい頭脳）を活用したい（樹脂成形材料製造、東京
都）

・ 業容拡大への対応等により非正社員からの登用を考えている（ごみ収集運搬、北海道）

・ 次世代の社員が不足しており、10年後を見越して対応（運動用具製造、山口県）

・ 助成金があるため（経営コンサルタント、東京都）

・ 団塊世代の退職による技術の継承は重要な問題であり、そのための正社員増加で正社員比率が高まる
のは正当な方法（建設、栃木県）

・ 優秀な学生採用のチャンスが中小企業に出てきたこともあり、中長期的な視点で採用を増やしている（プ
リント回路製造、静岡県）

・ アルバイト・パートタイムを削減したので比率が上がった（書籍・雑誌小売、大阪府）

企業の意見
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扱いで採用することを決定または検討していることが明らかとなった。さらに、「新

卒と既卒で区別しない（必要に応じて採用する）」とする企業は同 28.5％（3,133
社）となっており、約 3 割の企業はそもそも採用時に新卒と既卒とで区別していな

い。一方、「検討していない」は同43.8％（4,818社）となった。 
規模別にみると、現在「検討している」企業は『大企業』（同 7.7％、202 社）が

『中小企業』（同 5.8％、485 社）を上回っている（6 ページ参考表④参照）。一方で、

新卒と既卒とを「区別しない」では、『中小企業』（同 29.9％、2,505 社）が『大企

業』（同 24.1％、628 社）を 5.8 ポイント上回った。また、「検討していない」は規

模が小さい企業ほど割合が高まっており、企業規模によって既卒者を新卒扱いで採用

することへの対応の違いが顕著に現れる結果となった。 
政府は「3年以内既卒者トライアル雇用奨励金」や「3年以内既卒者（新卒扱い）

採用拡大奨励金」など、企業に対して既卒者採用の誘因を与える支援策を実施してい

る。学校の卒業時

における採用環境

によってその後の

人生が左右される

状態が日本の社

会・経済発展にと

って大きな妨げと

なりつつあるなか、

政策的に緩和する

仕組みが望まれる。 
 

雇用環境の改善時期、「長期的に改善する見込みはない」が 31.1％で最多、

2012 年度以降を見込む企業は 35.5％ 

企業の採用活動が積極化するためには、企業をとりまく雇用環境が改善している

必要がある。そこで、自社の属する地域・業界の雇用環境が改善する時期はいつ頃に

なるか尋ねたところ、「長期的に改善する見込みはない」と回答した企業が 1 万 990
社中 3,417 社、構成比 31.1％で 多となった。次いで、「2012 年度」（同 16.1％、

1,773 社）、「2013 年度」（同 12.3％、1,351 社）、「2014 年度以降」（同 7.1％、782

社）が続いた。雇用環境の改善が見込める時期は 2012 年度以降になるとしている企

業は合わせて同 35.5 ％（3,906 社）で 3 社に 1 社となり、長期的な改善を見込まな

い企業とともに 7 割近くが雇用環境の改善について悲観的に捉えている様子がうか

がえる。 
他方、2012 年度より前の「2010 年度内」や「2011 年度」は、それぞれ同 0.4％

（48 社）、同3.1％（342 社）にとどまっており、2011 年度までに雇用環境の改善が

訪れることは困難と考えている企業が多い。 
規模別にみると、「長期的に改善する見込みはない」が『大企業』（同 26.9％、702

社）、『中小企業』（同 32.4％、2,715 社）ともに 多となっており、特に『小規模企

業』は同 37.2％（893 社）と 4 割近くに達している。また、業界別では、改善時期

が 2012 年度以降になるという見方は『不動産』（同 43.0％、122 社）が 4 割超と高

い。『建設』は同 42.8％（649 社）が「長期的に改善する見込みはない」とみており、

今後の雇用環境について も悲観的に捉えていた。 
雇用環境は依然として厳しい状況が続いているものの、地方圏や中小企業などで

は優秀な人材を確保するチャンスと捉えている様子もうかがえる。同時に、業容拡大

などにともなう正社員採用の増加を考えている企業も徐々に増えてきており、リーマ

ン・ショック後の 悪期は脱しつつある。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

雇用環境の改善時期 
（構成比％、カッコ内社数）

2012年度 2013年度
2014年度

以降

0.4 (48) 3.1 (342) 35.5 (3,906) 16.1 (1,773) 12.3 (1,351) 7.1 (782) 31.1 (3,417) 29.8 (3,277) 100.0 (10,990)

0.4 (11) 3.2 (84) 37.0 (966) 15.9 (414) 13.6 (355) 7.6 (197) 26.9 (702) 32.4 (846) 100.0 (2,609)

0.4 (37) 3.1 (258) 35.1 (2,940) 16.2 (1,359) 11.9 (996) 7.0 (585) 32.4 (2,715) 29.0 (2,431) 100.0 (8,381)

うち小規模 0.2 (5) 2.6 (63) 32.5 (779) 13.6 (326) 10.5 (252) 8.4 (201) 37.2 (893) 27.5 (660) 100.0 (2,400)

0.0 (0) 4.9 (2) 26.8 (11) 7.3 (3) 12.2 (5) 7.3 (3) 31.7 (13) 36.6 (15) 100.0 (41)

1.5 (2) 3.8 (5) 27.8 (37) 15.8 (21) 5.3 (7) 6.8 (9) 21.8 (29) 45.1 (60) 100.0 (133)

0.3 (5) 1.4 (21) 31.8 (482) 11.1 (169) 12.1 (184) 8.5 (129) 42.8 (649) 23.8 (361) 100.0 (1,518)

1.1 (3) 2.5 (7) 43.0 (122) 13.0 (37) 18.7 (53) 11.3 (32) 29.2 (83) 24.3 (69) 100.0 (284)

0.5 (15) 3.2 (100) 35.7 (1,106) 17.8 (551) 12.4 (384) 5.5 (171) 29.5 (915) 31.1 (962) 100.0 (3,098)

0.2 (6) 3.3 (114) 36.1 (1,240) 16.4 (563) 12.3 (423) 7.4 (254) 28.7 (988) 31.7 (1,089) 100.0 (3,437)

0.4 (2) 2.3 (11) 31.7 (151) 13.9 (66) 11.3 (54) 6.5 (31) 36.3 (173) 29.2 (139) 100.0 (476)

0.5 (2) 2.2 (9) 34.8 (145) 14.9 (62) 10.8 (45) 9.1 (38) 30.0 (125) 32.6 (136) 100.0 (417)

0.8 (13) 4.6 (72) 38.7 (601) 18.9 (294) 12.4 (193) 7.3 (114) 27.8 (431) 28.1 (436) 100.0 (1,553)

0.0 (0) 3.0 (1) 33.3 (11) 21.2 (7) 9.1 (3) 3.0 (1) 33.3 (11) 30.3 (10) 100.0 (33)

注1：網掛けは、全体平均以上を表す
注2：母数は、有効回答企業1万990社

その他

卸売

小売

運輸・倉庫

サービス

金融

建設

不動産

製造

全体

大企業

中小企業

農・林・水産

合計
長期的に改
善する見込
みはない

2010年度内 2011年度
2012年度

以降
分からない

卒業後3年以内の既卒者を新卒扱いで採用する予定 

2.4％（263社）

6.3％
（687社）

43.8％
（4,818社）

28.5％
（3,133社）

19.0％
（2,089社）

注：母数は有効回答企業1万990社

卒業後3年以
内の既卒者

を新卒扱いで
採用すること
を決定した

卒業後3年以
内の既卒者
を新卒扱い

で採用するこ
とを検討して

いる

検討して
いない

新卒と既卒
で区別しな

い（必要に応
じて採用す

る）

分からない
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【参考①】 2011 年度の正社員の採用 ～ 規模・業界・地域別 ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考②】 正社員の「採用予定はない」企業の各年度の構成比  

～ 規模・業界・地域別 ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（構成比％、カッコ内社数）

増加する
（見込み含む）

変わらない
（見込み含む）

減少する
（見込み含む）

採用予定は
ない

分からない 合計

19.5 (2,142) 22.0 (2,423) 7.9 (867) 40.8 (4,483) 9.8 (1,075) 100.0 (10,990)

22.6 (589) 32.1 (838) 15.4 (401) 18.8 (491) 11.1 (290) 100.0 (2,609)

18.5 (1,553) 18.9 (1,585) 5.6 (466) 47.6 (3,992) 9.4 (785) 100.0 (8,381)

うち小規模 11.4 (274) 10.7 (256) 2.2 (53) 64.7 (1,553) 11.0 (264) 100.0 (2,400)

26.8 (11) 31.7 (13) 7.3 (3) 24.4 (10) 9.8 (4) 100.0 (41)

12.0 (16) 30.8 (41) 4.5 (6) 33.1 (44) 19.5 (26) 100.0 (133)

18.9 (287) 20.6 (313) 7.1 (108) 43.1 (654) 10.3 (156) 100.0 (1,518)

16.5 (47) 15.8 (45) 4.6 (13) 54.2 (154) 8.8 (25) 100.0 (284)

21.3 (661) 24.5 (759) 8.4 (261) 36.5 (1,130) 9.3 (287) 100.0 (3,098)

18.4 (632) 18.5 (637) 6.1 (211) 46.4 (1,596) 10.5 (361) 100.0 (3,437)

18.1 (86) 26.3 (125) 12.2 (58) 36.1 (172) 7.4 (35) 100.0 (476)

15.8 (66) 28.8 (120) 9.4 (39) 34.5 (144) 11.5 (48) 100.0 (417)

21.6 (335) 23.5 (365) 10.8 (167) 35.8 (556) 8.4 (130) 100.0 (1,553)

3.0 (1) 15.2 (5) 3.0 (1) 69.7 (23) 9.1 (3) 100.0 (33)

16.4 (97) 19.2 (113) 4.6 (27) 50.7 (299) 9.2 (54) 100.0 (590)

20.8 (137) 19.3 (127) 6.2 (41) 45.1 (297) 8.6 (57) 100.0 (659)

20.0 (137) 22.6 (155) 8.5 (58) 40.6 (278) 8.3 (57) 100.0 (685)

18.5 (677) 22.8 (834) 8.2 (299) 40.6 (1,482) 9.9 (361) 100.0 (3,653)

22.5 (120) 23.3 (124) 7.1 (38) 37.0 (197) 10.1 (54) 100.0 (533)

20.2 (237) 23.6 (277) 10.5 (124) 35.5 (417) 10.3 (121) 100.0 (1,176)

20.8 (377) 22.1 (401) 7.2 (131) 40.1 (727) 9.9 (179) 100.0 (1,815)

19.1 (131) 21.3 (146) 8.6 (59) 40.7 (279) 10.2 (70) 100.0 (685)

17.6 (61) 22.8 (79) 8.4 (29) 39.9 (138) 11.3 (39) 100.0 (346)

19.8 (168) 19.7 (167) 7.2 (61) 43.5 (369) 9.8 (83) 100.0 (848)

注1：網掛けは、全体平均以上を表す
注2：母数は、有効回答企業1万990社

金融

建設

不動産

製造

全体

大企業

農・林・水産

中小企業

卸売

小売

その他

北海道

運輸・倉庫

サービス

東北

北関東

九州

南関東

北陸

東海

近畿

中国

四国

（構成比％、カッコ内社数）

25.5 （ 2,492 ） 25.2 （ 2,478 ） 30.4 （ 3,096 ） 45.9 （ 4,893 ） 47.5 （ 5,050 ） 40.8 （ 4,483 ）

11.5 （ 308 ） 11.1 （ 292 ） 13.4 （ 354 ） 23.8 （ 650 ） 25.5 （ 650 ） 18.8 （ 491 ）

30.8 （ 2,184 ） 30.3 （ 2,186 ） 36.4 （ 2,742 ） 53.5 （ 4,243 ） 54.5 （ 4,400 ） 47.6 （ 3,992 ）

うち小規模 46.5 （ 735 ） 45.4 （ 739 ） 55.2 （ 1,001 ） 70.6 （ 1,387 ） 69.9 （ 1,550 ） 64.7 （ 1,553 ）

22.6 （ 7 ） 17.9 （ 5 ） 29.0 （ 9 ） 30.3 （ 10 ） 28.2 （ 11 ） 24.4 （ 10 ）

14.1 （ 18 ） 21.6 （ 25 ） 30.4 （ 35 ） 34.6 （ 47 ） 33.1 （ 43 ） 33.1 （ 44 ）

29.9 （ 377 ） 28.8 （ 363 ） 33.8 （ 463 ） 48.3 （ 704 ） 48.3 （ 734 ） 43.1 （ 654 ）

28.6 （ 64 ） 35.3 （ 79 ） 39.7 （ 96 ） 59.6 （ 161 ） 62.0 （ 170 ） 54.2 （ 154 ）

22.6 （ 634 ） 21.6 （ 617 ） 25.9 （ 765 ） 43.6 （ 1,331 ） 43.3 （ 1,300 ） 36.5 （ 1,130 ）

29.3 （ 942 ） 29.2 （ 944 ） 36.1 （ 1,196 ） 52.7 （ 1,779 ） 55.7 （ 1,862 ） 46.4 （ 1,596 ）

24.9 （ 108 ） 25.2 （ 114 ） 26.9 （ 118 ） 38.5 （ 176 ） 40.0 （ 175 ） 36.1 （ 172 ）

21.1 （ 69 ） 19.5 （ 66 ） 26.8 （ 97 ） 43.4 （ 167 ） 40.1 （ 157 ） 34.5 （ 144 ）

19.8 （ 262 ） 19.6 （ 258 ） 22.6 （ 303 ） 34.3 （ 501 ） 39.4 （ 576 ） 35.8 （ 556 ）

55.0 （ 11 ） 33.3 （ 7 ） 60.9 （ 14 ） 65.4 （ 17 ） 75.9 （ 22 ） 69.7 （ 23 ）

38.2 （ 191 ） 39.0 （ 197 ） 44.6 （ 233 ） 57.8 （ 337 ） 56.4 （ 301 ） 50.7 （ 299 ）

36.0 （ 219 ） 34.6 （ 212 ） 37.6 （ 231 ） 54.6 （ 375 ） 51.1 （ 342 ） 45.1 （ 297 ）

27.5 （ 158 ） 23.3 （ 138 ） 31.9 （ 201 ） 46.7 （ 303 ） 47.5 （ 324 ） 40.6 （ 278 ）

22.6 （ 767 ） 21.8 （ 746 ） 28.1 （ 975 ） 45.0 （ 1,627 ） 47.4 （ 1,667 ） 40.6 （ 1,482 ）

22.7 （ 104 ） 23.8 （ 118 ） 28.1 （ 133 ） 43.1 （ 213 ） 44.1 （ 230 ） 37.0 （ 197 ）

20.4 （ 192 ） 20.7 （ 203 ） 25.2 （ 265 ） 42.3 （ 485 ） 45.2 （ 518 ） 35.5 （ 417 ）

24.6 （ 375 ） 24.7 （ 378 ） 28.8 （ 485 ） 44.5 （ 770 ） 47.4 （ 828 ） 40.1 （ 727 ）

24.8 （ 164 ） 26.7 （ 172 ） 29.4 （ 187 ） 43.6 （ 287 ） 47.9 （ 325 ） 40.7 （ 279 ）

28.8 （ 90 ） 30.1 （ 92 ） 32.6 （ 104 ） 43.4 （ 139 ） 43.7 （ 149 ） 39.9 （ 138 ）

29.7 （ 232 ） 29.3 （ 222 ） 35.7 （ 282 ） 46.4 （ 357 ） 46.4 （ 366 ） 43.5 （ 369 ）

注：網掛けは全体平均以上を表す

2010年度 2011年度

南関東

四国

製造

北海道

東北

北関東

サービス

その他

九州

北陸

東海

近畿

中国

卸売

小売

運輸・倉庫

金融

建設

不動産

全体

大企業

中小企業

農・林・水産

2009年度2006年度 2007年度 2008年度
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【参考③】 2011 年度の正社員比率 ～ 規模・業界・地域別 ～ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【参考④】 既卒者の新卒扱い採用予定 ～ 規模・業界・地域別 ～ 
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担当：岡松・森・窪田・中村・笹本・鈴木 Tel：03-5775-3163 e-mail：keiki@mail.tdb.co.jp 

（構成比％、カッコ内社数）

上昇する
（見込み含む）

変わらない
（見込み含む）

低下する
（見込み含む）

分からない 合計

13.7 (1,504) 65.4 (7,190) 10.8 (1,182) 10.1 (1,114) 100.0 (10,990)

14.3 (373) 64.4 (1,680) 10.7 (278) 10.7 (278) 100.0 (2,609)

13.5 (1,131) 65.7 (5,510) 10.8 (904) 10.0 (836) 100.0 (8,381)

うち小規模 10.0 (239) 65.6 (1,574) 10.5 (251) 14.0 (336) 100.0 (2,400)

17.1 (7) 53.7 (22) 19.5 (8) 9.8 (4) 100.0 (41)

10.5 (14) 58.6 (78) 5.3 (7) 25.6 (34) 100.0 (133)

12.6 (191) 66.9 (1,016) 9.2 (139) 11.3 (172) 100.0 (1,518)

13.4 (38) 68.3 (194) 8.5 (24) 9.9 (28) 100.0 (284)

14.8 (457) 65.5 (2,029) 11.4 (352) 8.4 (260) 100.0 (3,098)

11.6 (400) 68.5 (2,353) 9.3 (319) 10.6 (365) 100.0 (3,437)

14.1 (67) 61.1 (291) 15.8 (75) 9.0 (43) 100.0 (476)

13.7 (57) 61.4 (256) 14.4 (60) 10.6 (44) 100.0 (417)

17.5 (271) 59.9 (931) 12.4 (193) 10.2 (158) 100.0 (1,553)

6.1 (2) 60.6 (20) 15.2 (5) 18.2 (6) 100.0 (33)

11.9 (70) 66.4 (392) 11.2 (66) 10.5 (62) 100.0 (590)

12.0 (79) 68.4 (451) 10.6 (70) 9.0 (59) 100.0 (659)

12.6 (86) 66.4 (455) 13.6 (93) 7.4 (51) 100.0 (685)

14.3 (521) 64.6 (2,361) 10.2 (372) 10.9 (399) 100.0 (3,653)

12.8 (68) 67.7 (361) 10.7 (57) 8.8 (47) 100.0 (533)

15.2 (179) 64.1 (754) 10.8 (127) 9.9 (116) 100.0 (1,176)

14.5 (263) 65.5 (1,188) 9.8 (178) 10.2 (186) 100.0 (1,815)

11.1 (76) 65.7 (450) 12.3 (84) 10.9 (75) 100.0 (685)

13.3 (46) 67.1 (232) 10.1 (35) 9.5 (33) 100.0 (346)

13.7 (116) 64.4 (546) 11.8 (100) 10.1 (86) 100.0 (848)

注1：網掛けは、全体平均以上を表す
注2：母数は、有効回答企業1万990社

中国

四国

九州

南関東

北陸

東海

近畿

その他

北海道

東北

北関東

卸売

小売

運輸・倉庫

サービス

金融

建設

不動産

製造

全体

大企業

中小企業

農・林・水産

（構成比％、カッコ内社数）

卒業後3年以
内の既卒者

を新卒扱いで
採用すること
を決定した

卒業後3年以
内の既卒者

を新卒扱いで
採用すること
を検討してい

る

検討して
いない

新卒と既卒で
区別しない
（必要に応じ
て採用する）

分からない 合計

全体 2.4 (263) 6.3 (687) 43.8 (4,818) 28.5 (3,133) 19.0 (2,089) 100.0 (10,990)

大企業 2.3 (60) 7.7 (202) 41.9 (1,093) 24.1 (628) 24.0 (626) 100.0 (2,609)

中小企業 2.4 (203) 5.8 (485) 44.4 (3,725) 29.9 (2,505) 17.5 (1,463) 100.0 (8,381)

うち小規模 1.6 (39) 4.4 (96) 54.8 (1,195) 26.7 (583) 22.3 (487) 100.0 (2,400)

農・林・水産 12.2 (5) 2.4 (1) 36.6 (15) 29.3 (12) 19.5 (8) 100.0 (41)

金融 4.5 (6) 8.3 (11) 34.6 (46) 18.0 (24) 34.6 (46) 100.0 (133)

建設 2.4 (36) 5.9 (89) 47.0 (714) 26.9 (409) 17.8 (270) 100.0 (1,518)

不動産 0.7 (2) 2.1 (6) 55.3 (157) 21.5 (61) 20.4 (58) 100.0 (284)

製造 2.3 (70) 6.7 (209) 41.8 (1,294) 29.6 (916) 19.7 (609) 100.0 (3,098)

卸売 1.9 (67) 6.0 (206) 44.2 (1,519) 28.9 (995) 18.9 (650) 100.0 (3,437)

小売 3.2 (15) 8.0 (38) 47.7 (227) 26.1 (124) 15.1 (72) 100.0 (476)

運輸・倉庫 1.9 (8) 6.7 (28) 38.6 (161) 31.2 (130) 21.6 (90) 100.0 (417)

サービス 3.5 (54) 6.4 (99) 43.1 (670) 29.1 (452) 17.9 (278) 100.0 (1,553)

その他 0.0 (0) 0.0 (0) 45.5 (15) 30.3 (10) 24.2 (8) 100.0 (33)

北海道 3.4 (20) 4.2 (25) 44.4 (262) 30.3 (179) 17.6 (104) 100.0 (590)

東北 1.1 (7) 5.0 (33) 50.8 (335) 24.1 (159) 19.0 (125) 100.0 (659)

北関東 3.1 (21) 10.1 (69) 44.5 (305) 27.9 (191) 14.5 (99) 100.0 (685)

南関東 2.0 (72) 6.2 (225) 44.0 (1,609) 28.0 (1,022) 19.8 (725) 100.0 (3,653)

北陸 2.3 (12) 7.7 (41) 41.3 (220) 29.1 (155) 19.7 (105) 100.0 (533)

東海 3.2 (38) 6.9 (81) 42.0 (494) 28.1 (330) 19.8 (233) 100.0 (1,176)

近畿 2.3 (41) 5.6 (101) 43.2 (784) 29.1 (529) 19.8 (360) 100.0 (1,815)

中国 2.9 (20) 5.7 (39) 40.9 (280) 31.8 (218) 18.7 (128) 100.0 (685)

四国 2.6 (9) 6.9 (24) 43.4 (150) 31.2 (108) 15.9 (55) 100.0 (346)

九州 2.7 (23) 5.8 (49) 44.7 (379) 28.5 (242) 18.3 (155) 100.0 (848)

注1：網掛けは、全体平均以上を表す

注2：母数は、有効回答企業1万990社


